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一般33 積雪寒冷地における農業基盤の植生回復工の効果に関する研究

研究予算：運営費交付金

研究期間：平20～平22

担当チーム：資源保全チーム、寒地技術推進室

研究担当者：横濱充宏、石田哲也、大久保天、桑原 淳、門脇秀樹、

岡下敏明、石井邦之、鈴木正幸、池田晴彦、細川博明

【要旨】

積雪寒冷地での植生や土壌を取りまく自然環境は、凍害・積雪害など温暖地に比べ過酷である。そこで、植生

回復工の効果発現状況の実態を把握し、効果の発現が不充分な場合の要因の解明を目的に調査研究を実施した。

改修された農業用排水路の現地調査では、オオハンゴンソウ等の特定外来生物の侵入が認められたが、原植生の

144回復と芝吹き付け工の施工植生は維持され 法面の崩落等はないことが確認された 植生回復工 に関連する、 。「 」

件の論文等を蒐集し、その内、54地点で植生調査、植生基盤調査、土壌採取分析を行った。その結果、効果発現

が不充分な地点は20％以下であり、効果不全要因は土壌の保水力と保肥力が強く作用していると考えられた。

キーワード：農業基盤整備 植生回復工 全炭素含有量 全窒素含有量 ＣＥＣ

1．はじめに

積雪寒冷地での植生や土壌を取りまく自然環境は温

暖地に比べ過酷である。具体的には凍害・積雪害・土

壌凍結害・特殊土壌対策などであり、北海道における

特殊事情とも言える。近年の土地改良事業では「環境

に配慮した植生回復工」が取り組まれているが、これ

らの特殊事情への適応性の検証は充分ではない。そこ

で、過去に施工された植生回復工の効果発現状況の実

態を把握し、効果が充分に発現していない場合の効果

不全要因の解明を行い、環境に配慮した植生回復工の

効果評価手法を提言することを目的として、調査研究

を行った。

2. 研究方法

調査研究にあたっては、下記の３項目を達成目標と

した。

植生回復工の効果発現状況の実態解明1)
植生回復工の効果不全要因の解明2)
植生回復工の効果評価手法の提案3)

平成 年度は実態を把握するために農業用排水路20
で現地調査を実施し、平成 年度は農業事業以外に21
も範囲を拡大した文献調査を行い、平成22年度は文献

調査から抽出した54地点での現地調査を行い、3カ年

の取りまとめを行った。

2.1 植生回復工の効果発現状況の実態解明

2.1.1 直轄明渠排水事業地区での現地調査

調査地は後志支庁管内に位置し、昭和57～平成２年

度に施工された直轄明渠排水事業地区を選定した。施

、工延長は5.9kmで７つの施工区間に分割されているが

工法は５種類である。工法の異なる区間ごとに調査地

点を選定した。施工区間と調査地点を表-1に示した。

各調査地点の左右岸の現況植生を「平成18年度版 河

川水辺の国勢調査基本調査ﾏﾆｭｱﾙ に従って夏期(8/26)」

と秋期(10/1)の２回、植物種・出現頻度・被度等を調

査し、植生整理表と植生断面スケッチ図を作成した。

表-1 施工区間と調査地点

2.1.2 植生回復工に係る文献等調査

北海道における植生回復工の効果発現状況および効

果不全要因を文献等により把握するために、各種の学

会誌、研究発表会論文集、社報等を対象として、植生

回復工に関連する施工事例・施工効果に関する記述の

ある論文等を不作為に蒐集した。本文を出力して、記

述内容を概要版(表-2：別掲)の形式で整理し、本文と

共に合本整理した。文献等の記載内容から、事業種・

論文タイトル・発行年・出典・著者・植生回復工の目

的手法・事業期間・事業費等の項目でデータベース化

し、効果発現状況および不全要因を抽出した。

2.1.3 北海道内54地点での現地調査

文献等調査で蒐集整理した144件の論文に記載され

ていた植生回復工の施工現場の管理者と現地調査を実

施することの可否に関して協議調整を行い、54地点で

現地調査を行なった。

測 点 （ S P ） 施 工 年 度 護 岸 工 法 芝 等 調 査 地 点 番 号

S P 3 0 0 ～ S P 1 2 0 0 S 6 1～ S 6 2 二 面 ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ堀 込 張 芝

S P 1 2 0 0～ S P 2 3 8 0 S 5 7 ～ S 5 9 二 面 ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ た れ 張 芝 1： S P 1 8 0 0

S P 2 3 8 0～ S P 3 5 7 2 S 5 9 ～ S 6 3 二 面 ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ 堀 込 張 芝 2： S P 2 6 0 0

S P 3 5 7 2～ S P 4 9 2 0 S 6 3 ～ H 1 三 面 ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ 張 芝 3： S P 4 1 0 0

S P 4 9 2 0～ S P 5 4 6 0 H 1～ H 2 三 面 ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ 張 芝

S P 5 4 6 0～ S P 6 0 6 0 H 2 三 面 ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ 人 工 芝 吹 付 4： S P 5 6 0 0

S P 6 0 6 0～ S P 6 2 4 0 H 2 環 境 ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ 人 工 芝 吹 付 5： S P 6 1 2 0
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54地点の位置を に、施工地域と施工事業種別の図-1

地点数を に示した。表-3

道路法面の植生工、排水路法面の植生工の調査が主

体となった。

（ 、一箇所の調査地点で２カ所の植生調査方形枠 以下

コドラードという）を設置し、植生調査と植生基盤調

査、土壌試料の採取を行った。

植生調査の項目は以下のとおりである。

・植物種構成

・植被率

・被度・群度

・植生スケッチ図

・裸地の分布状況

・食害程度

植生基盤調査の項目は以下のとおりである。

・土壌浸食の発生状況

・土壌・土層状況

コドラードは10m四方を原則としたが、調査地の状

況に応じて臨機応変に設置した。また、調査地が道路

法面のように総延長の長い施工地や複数の施工団地に

分かれている場合は、コドラードの設置が対向的とな

るように考慮した。

土壌試料は、土層構成を確認した後、表土の攪乱試

料を採取した。なお、密な植生ネットやフトン籠が設

置されていて土壌試料を採取できないコドラードが6

カ所あった。

図-1 現地調査を行った54地点の位置図

表-3 地域区分および施工種別の調査地点数

2.2 植生回復工の効果不全要因の解明

54地点の現地調査で採取した土壌試料の理化学性分

析を行い、植生調査結果との関係から効果不全要因を

検討整理した。

土壌試料の分析項目を表-4に示した。

表-4 土壌分析項目と分析手法

2.3 植生回復工の効果評価手法の提案

植生回復工の効果不全要因の検討結果をとりまとめ

て評価指標として提案するものとした。

3. 研究結果

植生回復工の効果発現状況の実態解明3.1

直轄明渠排水事業地区での現地調査の結果3.1.1

植生スケッチ図の事例として、第3地点の植生スケ

ッチ図を図 2に示した。全ての地点で同様の整理を行-
った。

第5地点のみ、親水公園として利用されている区間

であるため、他の調査地点と大きく異なるが、第1～4

地点の間で植生に大きな差異はなかった。

すなわち、管理用道路が設置されている側の岸は木

本植物の進入は遅れているが、シラカンバやヤナギの

3m程度の低木が見られた。法面にはオオヨモギ等の大

型の多年生草本が繁茂し、林床部にも進入していた。

番号 項目 分析手法、作業内容など

1風乾調整

室内で土壌試料をバット等に薄く広げて室温で１週間程

度乾燥させ、その後2mmの篩を通過させ、地点名を記入し
たﾋﾞﾆｰﾙ袋に収納する。

2風乾水分 105℃通風乾燥法。風乾調整した土壌試料の含水率。

3 pH(H O) ガラス電極法。土液比1:2.5。2

4 pH(KCl) ガラス電極法。土液(1規定KCl水溶液)比1:2.5。

5電気伝導度 EC電極法。pH(H O)測定後の検体に加水して振蘯後に測定。2

6全炭素全窒素 CNｺｰﾀﾞｰ法。

7 CEC ショーレンベルガー法。

8交換性Ca 原子吸光法。ｼｮｰﾚﾝﾍﾞﾙｶﾞｰ法の抽出液を供試。

9交換性Mg 原子吸光法。ｼｮｰﾚﾝﾍﾞﾙｶﾞｰ法の抽出液を供試。

10交換性Ｋ 原子吸光法。ｼｮｰﾚﾝﾍﾞﾙｶﾞｰ法の抽出液を供試。

11無機態窒素 デバルタ合金添加水蒸気蒸留法。

12有効態燐酸 トルオーグ法。

13燐酸吸収係数比色定量(ﾒﾀﾊﾞﾅｼﾞﾝ酸ｱﾝﾓﾆｳﾑ)法。

14粒径組成 ピペット法。

地域区分 道路法面植生工 排水路法面植生工 計

道央 5 3 8

道南 5 － 5

道北 15 5 20

道東 7 14 21

合計 32 22 54
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これらの植生は、排水路の施工に伴い一時的に除去さ

れた原植生が回復したものと考えられた。外来種の侵

入も多く見られ、オオハンゴンソウのように特定外来

生物として除去が取り組まれている種類があり、周辺

牧草地への侵入を防止するためにも適正な維持管理が

必要と考えられた。

河床部への土砂堆積は発生しているが、流下断面を

圧迫するほどではなく、また法面や連結ブロックの崩

落等は認められず、排水路の機能は良好に維持されて

いた。

第5調査地点は公園内に位置しているため、草刈り

が頻繁に実施されていた。そのため、木本類の進入は

なく、左右岸のステップ部、法面ともに草丈は低く、

ナガハグサやコヌカグサなどイネ科牧草の被度が高く

なっており、人工芝吹き付けの効果が持続していた。

秋期の調査では、コヌカグサやナガハグサの被度が

やや低下し 一部増加 、アキメヒシバの被度が増加し( )
ていた。

図-2 植生スケッチ図：第3地点(SP4100)

3.1.2 植生回復工に係る文献等調査の結果

蒐集整理した論文等の総数は144件で、1998年度か

ら2009年度に発表されたものであった。事業種による

、 、 、 、内訳は 農業事業22件 道路事業84件 河川事業33件

港湾事業1件、公園事業4件であった。

論文等で取り上げている題材は６つの区分に大別す

。 。ることができた 該当する論文等数と共に以下に示す

①緑化工法試験：108件

②希少植生保全：22件

③防風防雪林造成管理：6件

④酸性硫酸塩土壌対策：4件

⑤多自然型川づくり：3件

⑥植栽木食害対策：1件

緑化工法試験に関する論文等を更に細分化すると、

在来植生利用：63件、河畔林造成管理：10件、ﾔｼﾏｯﾄ

利用：9件、植生基盤造成：7件、ﾘｻｲｸﾙ緑化法：5件、

。 、 、その他14件とであった 地域性で見ると 道央：16件

道南：11件、道北：49件、道東：47件、全道：21件と

なっており、道北および道東での施工や調査が多数公

表されていた。植生回復工に関係する全ての論文を完

全無欠に蒐集したわけではないが、不作為かつ丁寧に

調査した結果であるから、近年の植生工で取り組まれ

ている課題等の傾向を現していると考えられる。すな

わち、道北・道東地域で、原植生回復や在来植生を利

用した緑化工法の試験施工が進行中であると言えた。

3.1.3 北海道内54地点での現地調査の結果

植生調査結果1)

表-5(別掲)に全調査地点の調査箇所と調査対象とし

た工法、植生回復の不良が認められた箇所とその概要

を示した。

植生回復の不良に関する記載がない地点およびコド

ラードは、植生回復が良好であったことを意味する。

本稿で言う植生回復の良否とは、植被率や被度群度

等の指標で機械的に判定したものではなく、個々の施

工現場の植栽目的や論文等に記載されていた過去の植

生状況等を総合的に考察して、植生工の目的に合致し

ない特徴的な事象が認められた場合を「不良」と判定

したものである。

植生回復の不良が認められた地点は、54地点(108カ

所)のうち、13地点(19カ所)であった。また、植生不

良の要因は以下の２タイプに区分できた。

①外来種の侵入で導入種が衰退：6地点(11カ所)

②導入種の生育不良・枯死：8地点(8カ所)

コドラード数での植生の良否の割合は、植生良好が

約82％、植生不良が約18％となった（図-3 。）

、 。総じて 植生回復工は効果を発現していると言えた

図-3 植生の良否別のコドラード数割合

植生良好

(82.4%)

植生不良(外来種侵入)

(10.2%) 植生不良(生育不良・枯死)
(7.4%)

植生調査

コドラード総数＝108
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2)土壌分析結果

植生の良否の結果で土壌分析の結果を３区分し、各

々の平均値を表-6に示した。黄色に着色した項目で、

植生の良否との関連性が認められた。

指標値として表示した値は北海道施肥ガイド2010に

掲載されている草地土壌の適正値である。

植生不良地には以下の特徴がある。

①全炭素含有量が少ない

②ＣＥＣ(保肥力)が小さい

③無機態窒素含有量が少ない

④砂分が多く、土性が粗い

以上の事柄は、土壌肥料の視点からは関連性の強い

事象と言える。

すなわち 『土性が粗く、腐植含有量が少ないこと、

から、保肥力が小さく植物への栄養供給能力が不足し

。 、 （ ） 、ている 植生不良地であっても 炭素率 Ｃ／Ｎ は

一般的に適正と言われている10～15の範囲にあるが、

無機態窒素の量が少ない。このことは、含窒素有機物

の分解＝土壌微生物活性が抑制されているためであ

り、土壌微生物活性の抑制の要因は、土性が粗く腐植

含有量が少ないことから水分環境が適正ではないこと

と考えられる 』。

表-6 植生の良否別の土壌分析結果

3.2 植生回復工の効果不全要因の解明

1) 文献等調査結果による整理

植生回復工の効果が充分に発揮されない要因とし

て、以下の事項が抽出された。

① 積雪寒冷な気象条件がより厳しい地域において

は、在来種を用いた工法であっても、植生の繁茂

に長時間を要し、植生が繁茂安定するまでの期間

を保全する手法が確立していない。

② 近年の遺伝的多様性を尊重する立場から、在来

項目 単位 植生良好 植生不良 指標値

外来種侵入 火山性土 非火山性土 泥炭土生育不良・枯死

分析試料数 点 83 11 8

pH(H2O) 5.6 5.4 5.6 5.5～6.5

pH(KCl) 4.8 4.5 4.8

ＥＣ 102.9 74.1(μS/cm) 80.5

全炭素 4.7 2.8( ％ ) 2.0

全窒素 0.3 0.2( ％ ) 0.2

Ｃ／Ｎ 12.1 11.3 10.7

ＣＥＣ 18.5 12.3（me/100g） 11.6

交換性Cao 275.6 139.3 183.1 150～500 200以上 400～800（mg/100g）

交換性MgO 57.2 25.3 52.8 15～35 10～20 30～50（mg/100g）

交換性K2O 45.4 20.0 30.0 15～35 15～20 30～50（mg/100g）

石灰・苦土比 4.8 5.5 3.5 5～10

苦土・加里比 1.3 1.3 1.8 2以上

無機態窒素 66.6 21.6（mg/kg） 25.5

有効態燐酸 10.6 4.5 26.7 10～60 20～50 30以上（mg/100g）

燐酸吸収係数 1041.6 885.5（mg/100g） 513.4

粗砂 29.7 42.0( ％ ) 39.5

細砂 30.2 29.5( ％ ) 34.2

微砂 24.3 19.1( ％ ) 14.9

粘土 15.8 9.4( ％ ) 11.4

土性 CL SL SL

心土の硬度 (mm) 15.5 14.8 18.5 24以下

指標値は北海道施肥ガイド2010の草地土壌による

植生の自然侵入を待つ工法やｼｰﾄﾞﾊﾞﾝｸ工法等がさ

、 、まざまに試験されているが いずれも年数が浅く

植生回復工としての効果が発現していない。

③ 特殊な植生地盤（岩盤・砂・軟弱・強酸性土壌

での試験施工が取り組まれているが、対策工法と

しては未確立である。

2)土壌分析結果による整理

ＣＥＣと無機態窒素含有量を散布図で図-4に、ＣＥ

Ｃが20(me/100g)未満かつ無機態窒素が8(mg/100g)未

満のエリアを抽出して図-5に示した。

、 、図-5では 植生良好地点と不良地点が混在しており

ＣＥＣと無機態窒素含有量だけが植生の良否の制御要

因ではないことが示されている。しかし、図-4では、

少なくとも、ＣＥＣが20(me/100g)以上であれば、植

生不良地は認められなかったことも示されている。

図-6に無機態窒素含有量と砂割合を散布図で示し

た。砂割合は55％未満、無機態窒素含有量は6(mg/100

g)以上で植生不良地が認められなかった。図-7にＣＥ

Ｃと全炭素含有量を散布図で示した。少なくとも、全

炭素含有量8%以上の地点では植生劣化は認められなか

った。

図-4 ＣＥＣと無機態窒素含有量の相関

図-5 ＣＥＣ20未満で無機態窒素含有量8未満のエリア
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図-6 砂割合と無機態窒素含有量の相関

図-7 ＣＥＣと全炭素含有量の相関

北海道内で植生工が施工完了している54地点の施工

現場を選出し、各地点に２箇所のコドラードを設定し

て、植生調査・植生基盤調査、土壌分析を行い、植生

工の効果の発現状況を調査した結果を要約すると以下

のとおりであった。

① 108カ所のコドラード調査で、植生良好地は89

カ所（約82%）と大勢を占めており、植生不良地

は19カ所(約18%)であった。

② 19カ所の植生不良地は、その植物種構成から、

二つのタイプに区分できた。

一つは、外来種の侵入で導入種が衰退していた

場所で、11カ所。他の一つは、導入種が生育不良

・枯死していた場所で8カ所であった。

③ 土壌分析結果と植生調査結果の関係から、植生

不良の主要因は、土性が粗いことと腐植含量が少

ないことの二点と考えられた。

この二つの要因は、保肥力の不足、水分環境の

悪化、土壌微生物の活性抑制、窒素の無機化の阻

害を誘発してしまうため、植生不良を強く発現し

てしまうこととなると考えられた。

④ 植生基盤の調整造成にあたっては、土性は砂含
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、 、有率を55%以下に抑え ＣＥＣで20(me/100g)以上

無機態窒素含有量で6(mg/100g)以上、全炭素含有

量で8(%)以上となるように腐植物質を投入するこ

とが望ましいと考えられた。

3.3 植生回復工の効果評価手法の提案

少なくとも植生劣化が認められない植生回復工の基

盤土壌は、いずれもＣＥＣで20(me/100g)以上、無機

態窒素含有量で6(mg/100g)以上、全炭素含有量で8(%)

以上であった。

植生基盤土壌で、これらの3項目を分析し、上述し

た値以上であれば植生回復工の効果の良否を評価でき

ると考えられ、評価手法として提案したい。一方、導

入種以外の植生種の侵入繁茂に関しては定期的な植生

調査を実施する以外に評価手法は見い出せなかった。

4. まとめ

積雪寒冷な北海道で実施された植生回復工の効果発

現状況の実態を把握し、効果の発現が不充分な場合の

要因の解明を目的に調査研究を実施した。

改修された農業用排水路の現地調査では、オオハン

ゴンソウ等の特定外来生物の侵入が認められたが、原

植生の回復と芝吹き付け工の施工植生は維持され、法

面の崩落等はないことが確認された。また 「植生回、

」 、 、復工 に関連する 件の論文等を蒐集し その内144
54地点で植生調査、植生基盤調査、土壌採取分析を行

った。その結果、効果発現が不充分な地点は20％以下

で、大部分の施工地は良好に効果を発現していること

が確認できた。

効果不全の要因は、植生基盤となる土壌の保水力と

保肥力が不充分であることが作用していると考えら

れ、ＣＥＣ、全炭素含有率、全窒素含有率を指標とし

て植生回復工の効果発現を評価できると考えられた。
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表-3 蒐集した論文等から作成した概要版(事例)
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表-5 全調査地点のリストおよび植生回復の不良が認められた箇所とその概要
整理

区域 調査箇所 対象工法
植生回復の不良が認められた箇所とその概要

番号 コドラード１ コドラード２

1道央 － －覆土植生 覆土植生 ・麦ワラマット・ヤナギ埋枝 ・敷そだ・連節

2道央 － －篭マット護岸 多段式篭マット護岸

3道央 枯死が見られる －生態学的混播法 生態学的混播法 アンジュレーション盛り土 ヤナギ埋枝 ビオトープ・エコブリッジ
導入植生の一部で生育不良・

4道央 盛土法面
法面植栽

－ －

5道央 － －切土法面

6道央 盛土法面（植栽マット工法）
木本導入型植生基材を用いた緑化工法

－ －

7道央 － －切土法面（プラントバック工法）

8道央 盛土法面（植栽試験地） 表土張付け 表土ユニット分割＋チップマルチング＋堆雪帯 オオアワダチソウの侵入により吹付植生が衰退

11‐1道南 盛土法面（ａ）
地域の特性に応じたゾーニングにより「中低木林帯」「広葉樹低密度植栽」「
自然林復元」を特徴とした緑化を施工

－ －

11‐2道南 － －盛土法面（ｂ）

11‐3道南 － －盛土法面（ｃ）

12道南 － －盛土法面（完成形盛土） 「田園空間との調和」を目指した完成形盛土での緑化

13 H18
道南 土の露出 －

盛土法面（ 植栽地） 施工敷地内の伐採樹木(切株、幼木)を未供用区間の盛土法面に移植
吹付植生の活着生育不良。表

14道北 植生誘導吹付工
植生誘導吹付工 チップバック植生工 AG工法 伐り株工 ヤナギ埋枝工 実

生苗木移植工

オオヨモギの侵入により吹付
植生が衰退 －

15 AG道北 － －工法

16道北 － －ヤナギ埋枝工 

17道北 － －緑ダム　土取り場植栽箇所 植樹

18道北 切土法面 移植・播種 オオヨモギの侵入により吹付植生が衰退

19道北 － 枯死切土法面（土砂系（土壌菌配合）） 有機質系 土砂系 土砂系（土壌菌配合）
吹付植生の一部で生育不良・

20道北 － －切土法面 伐開部の林縁植栽 切り土法面頭部の伐木放置

21道北 － －改修区間（片切）天然繊維マット 天然繊維マット・ネット被覆 底低水路設置

22道北 － －天然素材による法面被覆 天然素材シートによる法面被覆

23道北 － －新堀区間（両切）の植生マット 植生マット被覆 底低水路設置

24道北 － －高水敷法面で実施 張り芝（高水敷・法面） 植樹（後背地）

25道北 盛土法面（植栽箇所） 盛土植栽 現地発生材による客土＋砂利を用いた排水層＋雪圧防止杭 植栽木の一部に風雪害による枯死・先枯れ

26道北 切土法面（試験地１）

ヤナギ埋枝、伐り株植栽、ハマナス植栽
－ －

27道北 － 地部にコケ侵入切土法面（試験地２）
吹付植生全体に生育不良、裸

28道北 － －切土法面（伐り株移植工） 伐り株移植工

30
道北 － －

切土法面（法面植栽） 伐り株移植工 盛土法面緑化 盛土取り木の萌芽幹移植

31道東 国立公園内の切土法面（張芝・厚層基材吹付） ヤナギ埋枝 シードトラップ→育苗試験 － －

32‐1道北 盛土法面（ａ）
リサイクル緑化

オオアワダチソウの侵入により吹付植生が衰退

32‐2道北 － －盛土法面（ｂ）

33 2道北 － －現在の 次移植箇所 ブロック移植 単株移植

34道北 － －切土法面（フトン篭緑化） リサイクル緑化 ・フトン籠緑化 ・伐り株移植

35道東 － －道路法面（連続繊維補強土工） 連続繊維補強土工＋鉄筋挿入工

36道東 － －排水路法面 植生シート・土砂緩止林・ヨシ植栽

37 +道東 － －切土法面（金網工 土嚢） 階段植生工法・連続繊維補強土工法

38道東 － －農業排水路法面 浄化型排水路・土砂緩止林

39‐1道東
農業排水路法面

浄化型排水路・土砂緩止林 － －

39‐2道東 － －連続繊維補強土・ロックボルト工法

40道東 － －農業排水路法面 植生マット・張芝・広葉樹幼木の植栽

42  道東 －釧路川高水敷 よし移植地 ヤシ繊維・希少種の移植・ヨシの植栽
移植したヨシは劣勢となり、

イ・ｲﾜﾉｶﾞﾘﾔｽ等が優勢化

43  道東 － －防雪林 アカエゾマツ植栽試験地 アカエゾマツを中心とした防雪林の植栽

45道東 － －植生移植箇所 植生の移植

47道東 － －バイパス水路法面 ヤチダモ・シラカンバの移植・篭マット、環境保全型ブロック

48道東 － －切土法面（無種子吹付工） 無種子厚層基材吹付工、植生袋工、苗木植栽

49道東 － －植栽試験地（マルチング） 攪拌・客土・マルチング

50道東 － －覆土（ケショウヤナギを目的とした礫材） 覆土・張芝

51  道東 － －覆土（水制工 高水敷） －

52‐1道東 －農業排水路法面（ａ） 植生ロール・張芝・現地表土の鋤とり土を使用した法面整形
エロージョンが認められ、ｼﾛ

ｻﾞ等一年生雑草の侵入

52‐2道東 農業排水路法面（ｂ） 植生ロール・張芝・現地表土の鋤とり土を使用した法面整形 オオヨモギの侵入により吹付植生が衰退

52‐3道東 農業排水路法面（ｃ） 植生ロール・張芝・現地表土の鋤とり土を使用した法面整形
吹付植生の活着生育不良。表オオアワダチソウの侵入によ
土の露出 り吹付植生が衰退

53道東 － －ビオトープ法面 －

54道東 － －高木移植地 樹木の移植、代替池の造成、抽水植物の移植

地域区分は北海道総合振興局もしくは振興局の単位で以下のようにまとめた。

道央＝石狩振興局＋後志総合振興局＋空知総合振興局＋胆振総合振興局＋日高振興局　　道南＝渡島総合振興局＋檜山振興局

道北＝上川総合振興局＋留萌振興局＋宗谷総合振興局＋オホーツク総合振興局　　道東＝十勝総合振興局＋釧路総合振興局＋根室振興局




